
3 議会だより

総務企画常任委員会に付託を受けた議案および予算総務企画常任委員会に付託を受けた議案および予算
決算常任委員会総務企画分科会に分担された議案に決算常任委員会総務企画分科会に分担された議案に
ついて審査した結果、主に下記内容が議論されました。ついて審査した結果、主に下記内容が議論されました。

教育民生常任委員会に付託を受けた議案および予算教育民生常任委員会に付託を受けた議案および予算
決算常任委員会教育民生分科会に分担された議案に決算常任委員会教育民生分科会に分担された議案に
ついて審査した結果、主に下記内容が議論されました。ついて審査した結果、主に下記内容が議論されました。

総務企画

教育民生

分科会（予算決算常任委員会）
常任委員会

分科会（予算決算常任委員会）
常任委員会

【議案第28号】
令和3年度七尾市一般会計補正予算（第7号）
◆市民活動支援費（地域コミュニティ交付金）について

問地域コミュニティ交付金のインセンティブについて説明願う。
答貸館業務を各地域づくり協議会にお願いしている。前年度は、市全
体で104,107人が使用されており、この施設使用料の一部を交付
金として交付するものである。

【議案第38号】
財産の取得について
◆消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）２台の取得価格について

問これまでの取得価格と比較して差があるのか。
答車両と部品の価格が値上がりしたため、昨年度と比較しても上昇し
ている。

【議案第20号】
令和3年度七尾市一般会計補正予算（第6号）
◆新型コロナウイルスワクチン接種事業費について

問25医療機関に1医療機関20万円の支援は、今日までワクチン接種
などに協力してくれたことに対するものなのか。
答これまで日々ご尽力いただいたことに対しての感謝の意を表すると
いうものである。
問この先12歳からの接種がはじまれば、子どもは全て医療機関での
接種となる。今までよりこの先のほうが医療機関のお世話になるよ
うな気がするが、この先の支援はあるのか。
答今回の支援は、65歳以上の接種について、国の前倒しの方針により
接種枠拡大にご協力いただいたことへの対応である。　　　　　　
若年層の接種は、日常的に子どもを診ていない医療機関もあり、
接種後の副反応への対応を心配することから遠慮する医療機関も
あるため、様子をみながら今後のことは検討していく。

主な審議内容

主な審議内容

【議案第35号】
七尾市過疎地域の持続的発展の支援のための
固定資産税の課税の特例に関する条例について

問対象となる事業所はたくさんあるのか。
答新過疎法（※1）の制定に伴う今年度からのものであり、対象事業所
がどれだけあるかは推定できない。　　　　　　　　　　　　　
昨年度までの旧過疎法（※2）に対応した特例条例における実績は
ない。

【議案第28号】
令和3年度七尾市一般会計補正予算（第7号）
◆学校給食運営費について

問学校給食運営費について、市債がプラス補正で、一般財源がマイナス
補正となっている理由を伺う。
答田鶴浜地域が過疎地域に指定されたことにより、現計予算の財源振
替である。

【議案第30号】
令和3年度七尾市介護保険特別会計補正予算（第2号）
◆国庫償還金について

問利用者が少なかったから返還となったのか。
答新型コロナウイルス感染症の影響で、一般介護支援事業を休止して
いた時期もあり、当初予定していた額よりも事業費が少し下がった
ことで返還が生じたものである。

取得するものと同型の消防ポンプ車取得するものと同型の消防ポンプ車

ワクチン接種などの感染拡大防止に尽力する医療機関ワクチン接種などの感染拡大防止に尽力する医療機関

◆◆委委　員員　長／杉木　勉長／杉木　勉
◆◆副委員長／礒貝和典副委員長／礒貝和典
◆◆委　　員／西川英伸、山崎智之委　　員／西川英伸、山崎智之
　　　　　　久保吉彦、中西庸介　　　　　　久保吉彦、中西庸介

◆◆委委　員員　長／荒川一義長／荒川一義
◆◆副委員長／大林吉正副委員長／大林吉正
◆◆委　　員／山添和良、伊藤厚子委　　員／山添和良、伊藤厚子
　　　　　　永崎　陽、桂　撤男　　　　　　永崎　陽、桂　撤男

【8月第2回会議】
委員会付託　・なし
分科会分担　・議案１件

【8月第2回会議】
委員会付託　・なし
分科会分担　・議案１件

【9月会議】
委員会付託　・議案６件
分科会分担　・議案３件

【9月会議】
委員会付託　・なし
分科会分担　・議案３件

【8月会議】
委員会付託　・議案１件
分科会分担　・なし

【8月会議】
委員会付託　・なし
分科会分担　・なし

９月会議

９月会議

９月会議

９月会議

９月会議

８月第２回会議

※1　過疎地域の持続的発展の支援に関する法律（令和3年度から
　　  令和13年度）
※2　過疎地域自立促進特別措置法（平成12年度から令和2年度）


